


























  要約:わが国における社会事情の変化に伴い、子どもとその家族を取り囲む環境は大き

く様変わりしている。すなわち、現在の育児環境は著しい少子化・少産化の時代の中で、

子供の世界では遊ぶ時間や遊ぴ場の減少、遊ぴの内容の変化、また家族にとって核家族化、

育児機会の少ない両親、あるいは母親の就労の増加により、ますます育児不安や子供への

対応の未熟牲が問題となっている。今後は育児を含めた家族の Ouality of life(OOL)の

支援の重要牲が高まっている。

 平成 6 年 6 月に母子保健法・地域保健法の改定により、本年(平成 9 年)より母子保健・

小児保健実務が市町村に移管されることになった。本研究は乳幼児保健実務の実資にあた

り、市町村における乳幼児健診およぴそのフォローアップ体制の現状について市町村のア

ンケート調査を行い、現状と問題点について検討を行なった。多くの地区では新しい体制

を取りつつあるが、種々の問題が認められていた。具体的には各市町村が健康診査を含め

た母子保健事業を市町村、保健所、医療機関などが独立的に対応していくのではなく、保

健所あるいは市町村の行政を中心とした広域的な事業形態づくりの重要性が伺われた。ま

た厚生省が示した業務分担が十分に理解されていない地域もあり、画一的な事業の実施で

はなく、地域に見合った業務体系を作る柔軟な対応の必要性が伺われた。

 今後は、母子保健サービスの質の低下を来さないために国、県のみならず市町村と保健

所の相互理解・相互援助により諸問題の解決が重要な課題であり、さらに母子保健事業運

営にあたって常時精度管理に目を向ける必要があろう。


